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●生産効率改善のための投資奨励策についての投資奨励委員会布告第１・２５

５７号 

 前文省略 

 第１項 省エネルギー、代替エネルギー使用、または環境への影響低減のた

めの投資奨励策 

 １・１、本奨励策は投資奨励を受けているかどうかを問わず、既存の事業に

適用する。投資奨励を受けていない場合は、投資奨励委員会が投資奨励を布告

した業種でなければならない。 

 １・２、既存の投資奨励を受けたプロジェクトは、法人所得税の減免期間が

終了した時、または法人所得税免除を受けていないプロジェクトであれば、本

奨励策のもとに奨励申請することができる。 

 １・３、土地代及び回転資金を除く投資規模は１００万バーツ以上でなけれ

ばならない。ただし中小企業（ＳＭＥ）の投資プロジェクトであれば、土地代

及び回転資金を除く投資規模は５０万バーツ以上とする。 

 １・４、中小企業（ＳＭＥ）の範疇に入る事業者は以下の原則を有していな

ければならない。 

 １・４・１、奨励を受けた事業、奨励を受けていない事業の双方の事業全体

で、奨励申請人は２億バーツ以下の純恒久資産、または土地代及び回転資金を

除く投資規模を有していなければならない。 

 １・４・２、タイ国籍の自然人が登録資本金の５１％以上の株式を保有して

いなければならない。 

 １・５、以下のいずれかの件における実施による、省エネルギー、代替エネ

ルギー使用、または環境への影響軽減のための機械更新投資計画を提出しなけ

ればならない。 

 １・５・１、定められた割合に基づくエネルギー使用低減のための最新技術

への機械更新。 

 １・５・２、全エネルギー使用と比較した時、定められた割合で代替エネル

ギーを事業に使用するための機械更新。 

 １・５・３、廃棄物、廃水、または排気の量の低減であるかを問わず、定め

られた基準に基づく環境への影響低減のための機械更新。 

 １・６、以下の権利と特典が得られる。 

 １・６・１、全ゾーンでの機械輸入関税免除。 

 １・６・２、土地代及び回転資金を除く、機械更新における投資金の５０％

の割合で、法人所得税の３年間の免除。ここに既存事業の収入に対する法人所

得税の免除を受ける。 

 １・６・３、法人所得税免除の期間は、奨励証を受け取った後に収入があっ

た日から起算する。 

 １・７、仏暦２５６０年１２月３１日までに投資奨励申請書を提出しなけれ

ばならず、奨励証の交付日から３年以内に実施を完了しなければならない。 

 １・８、本奨励策に基づき申請された全ての規模の投資において、投資奨励

委員会事務局が既存プロジェクトに対する投資奨励付与を審査、認可する。 

 



 

 第２項 生産効率向上のための機械更新投資の奨励策 

 ２・１、本奨励策は投資奨励を受けているかどうかを問わず、既存の事業に

適用する。投資奨励を受けていない場合は、投資奨励委員会が投資奨励を布告

した業種でなければならない。 

 ２・２、既存の投資奨励を受けたプロジェクトは、法人所得税の減免期間が

終了した時、または法人所得税免除を受けていないプロジェクトであれば、本

奨励策のもとに奨励申請することができる。 

 ２・３、土地代及び回転資金を除く投資規模は１００万バーツ以上でなけれ

ばならない。ただし中小企業（ＳＭＥ）の投資プロジェクトであれば、土地代

及び回転資金を除く投資規模は５０万バーツ以上とする。 

 ２・４、中小企業（ＳＭＥ）の範疇に入る事業者は以下の原則を有していな

ければならない。 

 ２・４・１、奨励を受けた事業、奨励を受けていない事業の双方の事業全体

で、奨励申請人は２億バーツ以下の純恒久資産、または土地代及び回転資金を

除く投資規模を有していなければならない。 

 ２・４・２、タイ国籍の自然人が登録資本金の５１％以上の株式を保有して

いなければならない。 

 ２・５、生産効率向上のために既存の生産ラインに自動化システムを導入す

るなど、定められた基準に基づく機械更新投資計画を提出しなければならない。 

 ２・６、以下の権利と特典が得られる。 

 ２・６・１、全ゾーンでの機械輸入関税免除。 

 ２・６・２、土地代及び回転資金を除く、機械更新における投資金の５０％

の割合で、法人所得税の３年間の免除。ここに既存事業の収入に対する法人所

得税の免除を受ける。 

 ２・６・３、法人所得税免除の期間は、奨励証を受け取った後に収入があっ

た日から起算する。 

 ２・７、仏暦２５６０年１２月３１日までに投資奨励申請書を提出しなけれ

ばならず、奨励証の交付日から３年以内に実施を完了しなければならない。 

 ２・８、本奨励策に基づき申請された全ての規模の投資において、投資奨励

委員会事務局が既存プロジェクトに対する投資奨励付与を審査、認可する。 

 

 第３項 効率改善目的の研究・開発及び工学設計のための投資奨励策 

 ３・１、本奨励策は投資奨励を受けているかどうかを問わず、既存の事業に

適用する。投資奨励を受けていない場合は、投資奨励委員会が投資奨励を布告

した業種でなければならない。 

 ３・２、既存の投資奨励を受けたプロジェクトは、法人所得税の減免期間が

終了した時、または法人所得税免除を受けていないプロジェクトであれば、本

奨励策のもとに奨励申請することができる。 

 ３・３、土地代及び回転資金を除く投資規模は１００万バーツ以上でなけれ

ばならない。ただし中小企業（ＳＭＥ）の投資プロジェクトであれば、土地代

及び回転資金を除く投資規模は５０万バーツ以上とする。 



 

 ３・４、中小企業（ＳＭＥ）の範疇に入る事業者は以下の原則を有していな

ければならない。 

 ３・４・１、奨励を受けた事業、奨励を受けていない事業の双方の事業全体

で、奨励申請人は２億バーツ以下の純恒久資産、または土地代及び回転資金を

除く投資規模を有していなければならない。 

 ３・４・２、タイ国籍の自然人が登録資本金の５１％以上の株式を保有して

いなければならない。 

 ３・５、定められた基準に基づく研究・開発、または工学設計面の投資計画

を提出しなければならない。 

 ３・６、奨励申請日から３年間の合計売上額の１％以上の、研究・開発、ま

たは工学設計面の投資、もしくは支出がなければならない。中小企業の事業者

であれば、奨励申請日から３年間の合計売上額の０・５％以上の、研究・開発、

または工学設計面の投資、もしくは支出がなければならない。 

 ３・７、以下の権利と特典が得られる。 

 ３・７・１、全ゾーンでの機械輸入関税免除。 

 ３・７・２、土地代及び回転資金を除く、機械更新における投資金の５０％

の割合で、法人所得税の３年間の免除。ここに既存事業の収入に対する法人所

得税の免除を受ける。 

 ３・７・３、法人所得税免除の期間は、奨励証を受け取った後に収入があっ

た日から起算する。 

 ３・８、仏暦２５６０年１２月３１日までに投資奨励申請書を提出しなけれ

ばならず、奨励証の交付日から３年以内に実施を完了しなければならない。 

 ３・９、本奨励策に基づき申請された全ての規模の投資において、投資奨励

委員会事務局が既存プロジェクトに対する投資奨励付与を審査、認可する。 

 

 ここに仏暦２５５７年（西暦２０１４年）８月１９日より施行する。 

 

  仏暦２５５７年９月１６日布告 

 

            （おわり） 


